



























































74.1％、女性 25.9％、年齢では、50 代が 35.2％と最も多く、その次に 40 代、60 代と 30 代が
同率で 3位、20 代が 5.6％という構成となった。
　健康に関する変化については、2015 年と 2016 年の健康診断結果をみると、例えば「収縮期
















ている 85.2 96.0 75.9
②初回面談で立てた目標は適切だった 90.7 100.0 82.8
③健康カウンセラーとの面談は役に立っ
ている 98.1 100.0 96.6
④健康カウンセラーからのアドバイスメー
ルは役に立っている 68.5 72.0 65.5
⑤活動量計は役に立っている 87.0 92.0 82.8
⑥活動量計の結果をウェブで見られるの
は役に立っている 68.5 72.0 65.5






①バランスのよい食事をするようになった 75.9 80.0 72.4
②体を動かすことを心がけるようになった 87.0 92.0 82.8
③生活のリズムを気をつけるようになった 70.4 84.0 58.6
④自身の健康について考えるようになっ
た 81.5 96.0 69.0
⑤健康に関する情報をよくみるようになっ























　「少子高齢化社会における多摩市の健幸に関する調査研究」は 2017 年度で 3年目を迎える。
2016 年 3 月に多摩市は「健幸都市宣言」を制定し、健康まちづくり政策を本格的に事業とし
て始動させた。このことを受けて、専門部署として設置されていた「健幸まちづくり推進室」
との連携を 2017 年度は深めることとなった。また、本プロジェクトが設置されている「大い
なる多摩学会」の研究会でのつながりも後押しして、日野市と多摩市の健康に関する自治体連
携も模索されている。企業では、新たに株式会社エムールのプロジェクトへの参加が決定し、
健康における「睡眠」という価値がフォーカスされることとなる。また、市民の健康づくりの
場として、多摩市永山の商業施設「グリナード永山会」との連携もスタートする。多摩の産官
学民連携で進めると構想していた「健康まちづくり産業」プロジェクトが、まさにそのような
大きなうねりとなってきている。
　健康は生活者にとって、自分らしく生きていくための「手段」であるからこそ、物質的に豊
かで、精神的にも成熟した社会においては、価値があり、「目的」となる。本プロジェクトは、
多摩地域だけでなく、これからの日本の産業や生活のあり方に一石を投じるものになると確信
している。
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